平成１２年青森県産業連関表
結果の概要
（雇用表）
１．雇用表の内容
雇用表は、平成１２年において、各部門の生産活動に投入された従業者数を示したものである。この雇用表からは、投入係数、生産誘発係数等に対応する労働投入係数、労働誘発係数等が計算され、これらを用いることにより、各部門の最終需要の変化がもたらす雇用への波及分析等を行うことが可能となる。

２．雇用表の見方

ア  雇用表の表側は、平成１２年青森県産業連関表の部門分類に一致させており（１０２部門、３５部門、１３部門）、表頭は、従業者の従業上の地位別内訳を表している。

      なお、従業上の地位別従業者数の範囲は次のとおりである。

 eq \o\ad(個人業主,　　　　　)：個人経営の事業所の事業主で、実際にその事業所を経営している者。

家族従業者：個人業主の家族で、賃金や給料を受けずに仕事に従事している者。賃金や給料を受けている者は雇用者に分類される。

 eq \o\ad(有給役員,　　　　　)：常勤及び非常勤の法人団体の役員であって有給の者。役員や理事であっても、職員を兼ねて一定の職務に就き、一般の職員と同じ給与規則に基づいて給与の支給を受けている者は、雇用者に分類される。

常用雇用者：１か月以上の期間を定めて雇用されている者、及び１８日以上雇用されている月が２か月以上継続している者。この条件を満たす限り、見習、パートタイマー、臨時・日雇など名称がどのようなものであっても常用雇用者に分類される。休職者も含まれる。

 eq \o\ad(臨時･日雇,　　　　　)：１か月未満の期間を定めて雇用されている者及び日々雇い入れられている者。

イ  雇用表の表側の部門は、取引基本表の列部門と一致しており、事業所を単位とする分類ではなく、産業連関表の概念・定義に基づく生産活動単位（アクティビティベース）による分類である。

ウ  複数の部門に従事している者については、原則としてそれぞれの部門で１人として計上しているので、本書における部門別従業者数を他の報告書と比較する場合は注意を要する。

エ  特殊な扱いをする部門である「事務用品」、「分類不明」については従業者がいないものとしている。  

オ  表の中で参考として掲げてある「従業者1人当たり県内生産額」、「従業者1人当たり粗付加価値額」、「有給役員・雇用者1人当たり雇用者所得」は次の算式により求めた。
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　　有給役員・雇用者1人当たり雇用者所得＝                                                
３．産業別従業者数

平成１２年の青森県の従業者総数は７９２，６３２人であり、産業別構成で最も割合が高いの は、サービス業の２６．１％、次いで商業が２０．２％、農業が１３．０％、建設業が１２．９％、製造業が１１．６％の順になっている。
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４．従業者の就業上の地位別構成
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青森県の従業者を、就業上の地位別構成でみると、全産業では個人業主１３．２％、家族従業者８．６％、有給役員４．９％、常用雇用者６７．８％、臨時・日雇５．５％となっており、 有給役員、常用雇用者、臨時・日雇の３者を合わせた有給役員・雇用者が７８．２％となっている。 
５．従業者１人当たり県内生産額

従業者１人当たり県内生産額は、全産業平均で９９４万円、部門別では高い順に金融・保険・不動産３，３５６万円、電力・ガス・水道２，９６５万円、鉱業２，６８９万円、製造業１，６８９万円などとなっている。

図３　従業者１人当たり県内生産額
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６．従業者１人当たり粗付加価値額

従業者１人当たり粗付加価値額は、全産業平均で５９３万円、部門別では高い順に金融・保険・不動産２，７００万円、電力・ガス・水道１，６４７万円、鉱業１，２７８万円、林業１，０４３万円などとなっている。

図４　従業者１人当たり粗付加価値額
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７．有給役員・雇用者１人当たり雇用者所得

有給役員・雇用者１人当たり雇用者所得は、全産業平均で４３９万円、部門別では高い順に公務８０２万円、電力・ガス・水道５６７万円、運輸・通信・放送５４２万円、金融・保険・不動産５２９万円などとなっている。

図５　有給役員・雇用者１人当たり雇用者所得
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　　表１　従業者１人当たり県内生産額・粗付加価値額・有給役員・雇用者１人当たり雇用者所得
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８．従業者係数・雇用者係数

従業者（雇用者）係数は、従業者（雇用者）数を当該部門の生産額で除して求められ、生産額（百万円）に対して必要となる従業者（雇用者）数を示している。この係数を用いることにより、産業部門に生じた生産増に伴い、労働需要がどれだけ生じるかを計測することができる。

なお、現実の生産活動においては、生産の増加は所定外労働時間（残業）等で賄われる場合があり、生産の増加がすべて雇用の増加に結びつくわけではない点に注意を要する。

従業者（雇用者）係数を部門別にみると、従業者係数は農業が最も高く、ついで商業、漁業となっており、雇用者係数は商業、サービス、建設で高くなっている。

図６　従業者係数・雇用者係数
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※従業者係数・雇用者係数は以下の式により求めた。
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　　従業者係数＝　　　　　　　　　　　　　　　
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　　雇用者係数＝
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